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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第69期

中間連結会計期間
第70期

中間連結会計期間
第69期

会計期間
自　2025年３月１日
至　2025年８月31日

自　2026年３月１日
至　2026年８月31日

自　2025年３月１日
至　2026年２月28日

売上高 （千円） 8,031,121 9,155,662 16,643,028

経常利益又は経常損失（△） （千円） 90,240 △14,266 151,985

親会社株主に帰属する中間（当期）

純利益又は親会社株主に帰属する中

間純損失（△）

（千円） 49,084 △21,441 335,394

中間包括利益又は包括利益 （千円） 69,769 3,091 550,123

純資産額 （千円） 3,820,500 4,179,783 4,244,033

総資産額 （千円） 17,050,868 17,898,451 17,566,610

１株当たり中間（当期）純利益又

は中間純損失（△）
（円） 23.46 △10.56 162.00

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 22.4 23.4 24.2

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 190,263 260,430 140,192

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △400,442 △963,405 118,675

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 2,379 466,710 △179,282

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 745,955 846,039 1,080,500

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．第69期中間連結会計期間及び第69期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。第70期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益につい

ては、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものです。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

　当中間連結会計期間（2026年３月１日～2026年８月31日）におけるわが国の経済は、引き続き回復基調にあるも

のの、インフレによる実質賃金の伸び悩みで個人消費が力強さを欠き、緩やかなものに留まっているのに加えて、

2026年２月末からの中東情勢緊迫化による原油価格の高騰や供給不安、一部原油由来製品のサプライチェーン混

乱、全般的なインフレと金利上昇等の影響を受けています。海外各国は、欧米では中東情勢の影響を受けつつも底

堅い動きが続くのに対し、中国経済は長引く不動産不況を背景に内需が低迷して成長に減速が見られるなど、地域

間で差が見られます。中東情勢は一時解決に向けた動きも見られましたが、長期化の恐れも出てきており、従来か

らのロシアによるウクライナ侵攻の長期化や中国との関係悪化等と合わせて、地政学的リスクは当面高止まりする

ものと思われます。また、米国を始めとした各国の通商・金融政策リスクも上昇しており、当面は資源・エネル

ギー価格の変動やインフレ、金利・為替・株式相場の変動など、先行き不透明な状況が続くものと思われます。

　化粧品業界におきましては、国内では緩やかな需要の回復傾向が続いておりますが、輸入増による国内化粧品

メーカーの出荷伸び悩みが見られ、加えて中東情勢緊迫化による原材料価格や各種経費等上昇の影響や、一部新製

品発売の先送りといった動きも見られます。また、特にメイクアップの分野では、各種コスト増の価格転嫁が十分

に進んでおらず、業界として収益性にマイナスの影響を及ぼしているものと推測されます。海外においては、化粧

品需要は緩やかながら改善の傾向にあるものと思われます。

　そういった状況の中、当社グループにおきましては、国内化粧品メーカーの中東情勢緊迫化等を受けた新製品発

売先送りや発注手控えの動きや、海外化粧品メーカーからの大口受注の一部先送りで、国内の受注に足元減速感が

ありますが、欧州では医薬品・化粧品共に受注は堅調に推移しております。また、特に国内での人材を確保するた

めの人件費上昇（ベースアップ等）や工数不足をまかなうための外注加工費の高止まり、原材料費や各種経費等も

インフレで上昇していることから、各種コストの圧縮努力を継続すると共に、インフレ分の価格転嫁を実現すべく

お客様へのご依頼も継続させていただき、収益性の維持に取り組んでおります。

　今後も、化粧品需要の緩やかな回復・成長基調は継続していくと思われますが、足元は中東情勢緊迫化のような

地政学的リスクが顕在化し、エネルギー価格や原油由来製品を始めとする全般的なインフレ、採用難や人件費上

昇、金利や為替の変動等も継続しており、経済全般の先行き不透明な状況は続くと予想されます。そのような経営

環境下ではありますが、黒字の継続と成長に向けて「中期事業戦略ビジョン(2022-2026)」の諸施策を着実に実行

してまいります。お客様の新製品ニーズに対応した処方のご提供や生産対応などの要請に応え、中長期的には化粧

品のクリーン・ビューティー、SDGs等への対応といった当社の強みを更に強化するなど、変化し続ける環境で強み

を活かして業績の改善を図るべく更なる努力を重ねてまいります。

 

以上の結果、当中間連結会計期間における財政状態及び経営成績は次のとおりとなりました。

 

ａ．経営成績

　売上高は、国内における中東情勢緊迫化等を受けた国内化粧品メーカーからの新製品発売の延期や海外化粧品

メーカーからの一部大口受注の先送りはありましたが、フランス連結子会社において医薬品・化粧品受注が堅調

に推移、円安効果もあって、前年同期比14.0％増の9,155百万円となりました。

　利益面では、国内において受注の伸びが足元減速している中で、原油由来製品を始めとする原材料費や人件

費、各種経費等がインフレで上昇、フランス連結子会社において医薬品・化粧品受注の回復による業績回復は

あったものの、営業利益は前年同期比54.4％減の50百万円、14百万円の経常損失（前年同期は90百万円の経常利

益）、21百万円の親会社株主に帰属する中間純損失（前年同期は49百万円の親会社株主に帰属する中間純利益）

となりました。
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ｂ．財政状態

　当中間連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ、331百万円増加し、17,898百万円となり

ました。総資産の増加は、流動資産が189百万円減少、固定資産が521百万円増加したことによるものでありま

す。流動資産の主な減少要因は、受取手形及び売掛金が290百万円、現金及び預金が233百万円、電子記録債権が

111百万円減少し、棚卸資産が398百万円増加したことによるものであります。固定資産の主な増加要因は、建設

仮勘定が365百万円、土地が120百万円、有形固定資産のその他が107百万円増加したことによるものでありま

す。

　一方、負債合計は、前連結会計年度末に比べ、396百万円増加し、13,718百万円となりました。負債合計の増

加は、流動負債が316百万円減少、固定負債が712百万円増加したことによるものであります。流動負債の主な減

少要因は、流動負債のその他が200百万円、短期借入金が127百万円、電子記録債務が125百万円減少したことに

よるものであります。固定負債の主な増加要因は、長期借入金が718百万円増加したことによるものでありま

す。

　純資産は、前連結会計年度末に比べ、64百万円減少し、4,179百万円となりました。主な減少要因は、利益剰

余金が84百万円減少したことによるものであります。

 

　当中間連結会計期間における所在地別セグメントの業績の概況は、次のとおりです。

（日本）

　中東情勢緊迫化等を受けた国内化粧品メーカーからの一部新製品発売延期や海外化粧品メーカーからの一部大

口受注の先送りはありましたが、売上高は前年同期比6.7％増の6,129百万円となりました。利益面では、中東情

勢緊迫化等による原油由来製品を始めとする原材料費や人件費、各種経費等の上昇が大きく、各種コスト圧縮努

力を継続しましたが、インフレの受注価格への転嫁が十分に進まず、営業利益は前年同期比71.1％減の55百万円

となりました。

（仏国）

　子会社THEPENIER PHARMA & COSMETICS S.A.S.（以下「テプニエ社」）と子会社Nippon Shikizai France

S.A.S.（以下「日本色材フランス社」）の所在する欧州は、当中間連結会計期間（１～６月）において、景気は

緩やかな回復基調にある中で、医薬品及び化粧品の受注にも回復の動きが見られ、売上高はユーロ建て・円換算

後共に増収、前年同期比34.6％増の3,147百万円となりました。利益面では、売上高の増収で人件費や諸物価の

高騰を打ち返して、194千円の営業利益（前年同期は83百万円の営業損失）となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ、

234百万円減少し、846百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果増加した資金は、260百万円（前年同期は190百万円の増加）となりました。これは主に、減価

償却費474百万円、売上債権の減少額407百万円、賞与引当金の増加額91百万円等による増加と、棚卸資産の増加

額390百万円、未払金の減少額149百万円等による減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果減少した資金は、963百万円（前年同期は400百万円の減少）となりました。これは主に、小諸

工場購入を含む有形固定資産の取得による支出946百万円等による減少によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果増加した資金は、466百万円（前年同期は2百万円の増加）となりました。これは主に、長期借

入れによる収入2,050百万円と長期借入金の返済による支出1,669百万円、短期借入金の純増額199百万円等によ

るものであります。
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(3) 経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(5) 研究開発活動

　当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、425百万円であります。

　なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,200,000

計 5,200,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
　現在発行数（株）
（2026年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（2026年10月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 2,099,376 2,099,376

東京証券取引所

スタンダード市場

名古屋証券取引所

メイン市場

単元株式数は100

株であります。

計 2,099,376 2,099,376 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　 該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

2026年３月１日～

2026年８月31日
－ 2,099,376 － 100,000 － 943,209
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（５）【大株主の状況】

  2026年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己株
式を除く。）の総数
に対する所有株式数
の割合(％)

株式会社トワ・スール 東京都世田谷区羽根木1-29-18 719 34.3

ちふれホールディングス株式会社 埼玉県川越市芳野台2-8-59 146 7.0

三菱鉛筆株式会社 東京都品川区東大井5-23-37 126 6.0

株式会社井田ラボラトリーズ 東京都台東区浅草橋1-9-2 102 4.9

奥村　華代 東京都世田谷区 91 4.4

株式会社ブレストシーブ 大阪府茨木市西駅前町5-10 67 3.2

株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口） 東京都中央区晴海1-8-12 64 3.1

楽天証券株式会社共有口 東京都港区南青山2-6-21 36 1.7

奥村　有香 東京都世田谷区 30 1.5

中野　知花 東京都新宿区 28 1.4

計 － 1,413 67.3

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ 単元株式数100株
普通株式 500

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,096,200 20,962 同上

単元未満株式 普通株式 2,676 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  2,099,376 － －

総株主の議決権  － 20,962 －

（注）「単元未満株式」の中には、当社保有の自己株式96株が含まれております。
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②【自己株式等】

    2026年８月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社日本色材工業研究所

東京都港区

三田5-3-13
500 － 500 0.02

計 － 500 － 500 0.02

 
（注）１．2026年４月14日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得により、2026年４月15日付で5,000株増加して

おります。

２．2026年６月16日開催の取締役会決議に基づく譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分により、2026年７

月15日付で5,000株減少しております。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年３月１日から2026年８月

31日まで）に係る中間連結財務諸表について、監査法人アヴァンティアによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2026年２月28日)

当中間連結会計期間
(2026年８月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,093,446 859,907

受取手形及び売掛金 3,172,556 2,882,299

電子記録債権 190,347 78,673

棚卸資産 ※ 3,095,230 ※ 3,493,570

その他 413,541 461,444

流動資産合計 7,965,122 7,775,895

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,714,818 4,664,093

機械装置及び運搬具（純額） 1,756,739 1,720,321

土地 1,441,571 1,561,668

建設仮勘定 399,158 764,770

その他（純額） 462,091 569,664

有形固定資産合計 8,774,380 9,280,518

無形固定資産 246,705 252,711

投資その他の資産   

投資有価証券 272,831 295,950

その他 312,615 298,446

貸倒引当金 △5,043 △5,071

投資その他の資産合計 580,402 589,325

固定資産合計 9,601,488 10,122,555

資産合計 17,566,610 17,898,451

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 813,463 876,546

電子記録債務 747,381 621,538

短期借入金 5,190,720 5,063,028

賞与引当金 79,459 170,737

役員賞与引当金 16,000 －

その他 1,629,715 1,428,778

流動負債合計 8,476,741 8,160,630

固定負債   

長期借入金 4,382,501 5,100,926

役員退職慰労引当金 146,430 146,430

退職給付に係る負債 87,011 83,530

株式給付引当金 － 23,044

その他 229,892 204,105

固定負債合計 4,845,835 5,558,037

負債合計 13,322,577 13,718,667
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2026年２月28日)

当中間連結会計期間
(2026年８月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 1,509,780 1,505,191

利益剰余金 2,012,259 1,927,855

自己株式 △71,665 △71,455

株主資本合計 3,550,373 3,461,591

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 105,477 120,412

為替換算調整勘定 588,182 597,780

その他の包括利益累計額合計 693,659 718,192

純資産合計 4,244,033 4,179,783

負債純資産合計 17,566,610 17,898,451
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年３月１日
　至　2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　2026年３月１日
　至　2026年８月31日)

売上高 8,031,121 9,155,662

売上原価 6,924,056 7,985,744

売上総利益 1,107,064 1,169,918

販売費及び一般管理費 ※ 996,349 ※ 1,119,476

営業利益 110,715 50,442

営業外収益   

受取利息 2 6

受取配当金 3,478 4,705

為替差益 37,991 4,289

補助金収入 2,223 10,504

受取家賃 10,659 12,035

雑収入 7,254 2,715

営業外収益合計 61,609 34,257

営業外費用   

支払利息 82,049 98,948

雑支出 34 17

営業外費用合計 82,084 98,966

経常利益又は経常損失（△） 90,240 △14,266

特別利益   

固定資産売却益 － 2,045

特別利益合計 － 2,045

特別損失   

固定資産除却損 5,334 532

特別損失合計 5,334 532

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損

失（△）
84,906 △12,753

法人税、住民税及び事業税 34,682 5,667

法人税等還付税額 △5,825 －

法人税等調整額 6,964 3,019

法人税等合計 35,821 8,687

中間純利益又は中間純損失（△） 49,084 △21,441

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に

帰属する中間純損失（△）
49,084 △21,441
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年３月１日
　至　2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　2026年３月１日
　至　2026年８月31日)

中間純利益又は中間純損失（△） 49,084 △21,441

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △5,098 14,935

為替換算調整勘定 25,782 9,598

その他の包括利益合計 20,684 24,533

中間包括利益 69,769 3,091

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 69,769 3,091

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年３月１日
　至　2025年８月31日)

当中間連結会計期間
(自　2026年３月１日
　至　2026年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純

損失（△）
84,906 △12,753

減価償却費 449,738 474,543

賞与引当金の増減額（△は減少） 138,888 91,277

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △19,000 △16,000

株式給付引当金の増減額（△は減少） － 23,290

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 13,829 △3,945

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,477 －

受取利息及び受取配当金 △3,480 △4,712

支払利息 82,049 98,948

固定資産売却損益（△は益） － △2,045

固定資産除却損 5,334 532

売上債権の増減額（△は増加） 6,789 407,661

棚卸資産の増減額（△は増加） △215,594 △390,951

仕入債務の増減額（△は減少） 9,035 △65,629

未払金の増減額（△は減少） △207,609 △149,377

未払消費税等の増減額（△は減少） △22,251 △16,936

その他 △16,172 39,904

小計 304,985 473,806

利息及び配当金の受取額 3,480 4,712

利息の支払額 △84,787 △99,906

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △33,414 △118,181

営業活動によるキャッシュ・フロー 190,263 260,430

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △384,773 △946,935

有形固定資産の売却による収入 － 2,045

無形固定資産の取得による支出 △15,668 △18,515

投資活動によるキャッシュ・フロー △400,442 △963,405

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 391,207 199,437

長期借入れによる収入 921,130 2,050,000

長期借入金の返済による支出 △1,212,154 △1,669,218

リース債務の返済による支出 △44,667 △44,847

自己株式の取得による支出 △11,423 △5,996

配当金の支払額 △41,713 △62,664

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,379 466,710

現金及び現金同等物に係る換算差額 4,877 1,804

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △202,921 △234,460

現金及び現金同等物の期首残高 948,877 1,080,500

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 745,955 ※ 846,039
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【注記事項】

（追加情報）

（財務制限条項に関する追加情報）

　当社の長期借入金（１年内返済予定額を含む）のうち、585,000千円には、以下の財務制限条項が付されて

おります。

①　2019年２月期決算以降、各年度の決算期の末日における単体の貸借対照表上の純資産の部の金額を2018

年２月決算期末日における単体の貸借対照表上の純資産の部の金額の67％以上に維持すること。

②　2019年２月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における

単体償却前営業損益（単体の損益計算書上の「営業利益（または営業損失）」の金額に、有形固定資産等

明細表上の「有形固定資産減価償却費」と「無形固定資産減価償却費」の金額を加算した数値）が２期連

続して赤字とならないようにすること。

　なお、当中間連結会計期間末において上記財務制限条項には抵触しておりません。

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引（株式給付信託（J-ESOP）））

　当社は、当社の株価や業績と従業員の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有すること

により、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めるため、従業員に対して自社の株式を給付するイン

センティブ・プラン「株式給付信託（J-ESOP）」（以下「本制度」という。）を導入しております。

(1) 取引の概要

　本制度は、米国のESOP（Employee Stock Ownership Plan）制度を参考にした信託型のスキームであ

り、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員（対象は正社員）に対

し当社株式を給付する仕組みであります。

　当社は、正社員に対し職位及び勤続年数等に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権を取得

したときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付しております。正社員に対し給付する株式につい

ては、予め信託設定した金銭により将来分も含めて取得し、信託財産として分別管理しております。

(2) 信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自

己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度70,991千円、

65,000株、当中間連結会計期間70,745千円、64,775株であります。

 

（中間連結貸借対照表関係）

※　棚卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2026年２月28日）

当中間連結会計期間
（2026年８月31日）

商品及び製品 1,026,050千円 1,403,226千円

仕掛品 439,892 256,420

原材料及び貯蔵品 1,629,287 1,833,923

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2025年３月１日
　　至 2025年８月31日）

　当中間連結会計期間
（自 2026年３月１日
　　至 2026年８月31日）

給与手当 218,796千円 245,100千円

賞与引当金繰入額 35,507 29,812

退職給付費用 18,836 3,432

貸倒引当金繰入額 △1,477 －

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

  
前中間連結会計期間

（自 2025年３月１日
至 2025年８月31日）

当中間連結会計期間
（自 2026年３月１日
至 2026年８月31日）

 現金及び預金勘定 746,301千円 859,907千円

 別段預金 △345 △576

 株式交付信託資金 － △13,291

 現金及び現金同等物 745,955 846,039
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年３月１日　至　2025年８月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2025年５月29日

定時株主総会
普通株式 41,915 利益剰余金 20 2025年２月28日 2025年５月30日

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年３月１日　至　2026年８月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2026年５月28日

定時株主総会
普通株式 62,963 利益剰余金 30 2026年２月28日 2026年５月29日

（注）配当金の総額には、「株式給付信託（J-ESOP）」が保有する当社株式に対する配当金1,950千円が含まれ

ております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年３月１日　至　2025年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結
損益計算書
計上額
（注）２

 日本 仏国 計

売上高      

日本向け 4,190,944 9,393 4,200,337 △9,393 4,190,944

日本以外向け 1,552,079 2,329,253 3,881,332 △41,155 3,840,177

顧客との契約から生じる収益 5,743,023 2,338,646 8,081,669 △50,548 8,031,121

外部顧客への売上高 5,701,867 2,329,253 8,031,121 － 8,031,121

セグメント間の内部売上高又は
振替高

41,155 9,393 50,548 △50,548 －

計 5,743,023 2,338,646 8,081,669 △50,548 8,031,121

セグメント利益又は損失（△） 192,713 △83,510 109,202 1,512 110,715

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額1,512千円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年３月１日　至　2026年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結
損益計算書
計上額
（注）２

 日本 仏国 計

売上高      

日本向け 5,089,796 4,281 5,094,078 △4,281 5,089,796

日本以外向け 1,039,551 3,143,036 4,182,587 △116,721 4,065,865

顧客との契約から生じる収益 6,129,348 3,147,318 9,276,666 △121,003 9,155,662

外部顧客への売上高 6,012,626 3,143,036 9,155,662 － 9,155,662

セグメント間の内部売上高又は
振替高

116,721 4,281 121,003 △121,003 －

計 6,129,348 3,147,318 9,276,666 △121,003 9,155,662

セグメント利益 55,740 194 55,934 △5,492 50,442

（注）１．セグメント利益の調整額△5,492千円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年３月１日
至　2025年８月31日）

当中間連結会計期間
（自　2026年３月１日
至　2026年８月31日）

１株当たり中間純利益又は

１株当たり中間純損失（△）
23円46銭 △10円56銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株

主に帰属する中間純損失（△）（千円）
49,084 △21,441

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益又は親会社株主に帰属する中間純損失（△）

（千円）

49,084 △21,441

普通株式の期中平均株式数（株） 2,092,447 2,031,317

　（注）１．当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。なお、前中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当た

り中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「株式給付信託（J-ESOP）」の信託財産として所有する当社株式を、１株当たり中間純利益又は１株当たり

中間純損失の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。１株当たり中間

純利益又は１株当たり中間純損失の算定上、控除した「株式給付信託（J-ESOP）」の期中平均株式数は、前

中間連結会計期間－株、当中間連結会計期間64,963株であります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年10月14日

株式会社日本色材工業研究所

取締役会　御中

 

監査法人アヴァンティア

東京事務所
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 西垣　芽衣

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 藤沢　秀比古

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日本色

材工業研究所の2026年３月１日から2027年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年３月１日から2026年

８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算

書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社日本色材工業研究所及び連結子会社の2026年８月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注）　1. 上記の期中レビュー報告書の原本は、当社（半期報告書提出会社）が中間連結財務諸表に添付する形で別

途保管しております。

　　　　　2. XBRLデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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